B班教育委員会側立論　本番発表用
我々は問題に対し、
１．公務員であるＥの権利は合理的な範囲で制限される。
２．Ｅがスカーフを着用することは政教分離違反である。
ことを立証し、よって教育委員会の拒否が妥当であることを主張する。
1.
公務員の権利制約
　Ｅは公務員であり、その権利・自由は、一般国民と比して大きな制約を受ける。このことは憲法が１５条、７３条４号といった規定を置き、公務員関係という特別の法律関係の存在とその自立性を憲法的秩序の構成要素として認めていることから明らかである。そのため、公務の中立性の維持という目的を達成するために合理的にして必要最小限度の規制は憲法上容認されている。
　公立学校の教諭については地方公務員法のほかにも、学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律が特に定めをおいている。教諭が市町村教育委員会その他職務上の上司の命令に忠実に従わなければならない旨が明記されている。
　本論題におけるＥは、公立の高校に採用が決定している教諭である。以上述べたことを総合すれば、Ｅの職務遂行における裁量は極めて狭いと解さざるを得ず、市教育委員会の広範な裁量・命令に服する義務があると言える。
2.
信教の自由
　市教育委員会のスカーフ着用拒否は、Ｅの信教の自由を侵害するように思える。しかし、市教育委員会の職務命令は必要最小限の制限であり、合憲であることを立証する。
　我が憲法は、信教の自由を明文で認めている。信教の自由の中でも宗教的行為の自由は信仰の自由と異なり、その性質上無制約ではなく、それに優越する重要な公共の利益のためには必要最小限度の制約に服する。もっとも、宗教的行為は多くの場合に内面的な信仰ないし宗教的信念と深く関わっているから、安易に規制を行うことはできない。
そこで、制約の限度を画定するために、宗教の概念についての定義することが必要であるが、宗教の概念については「超自然的、超人間的本質の存在を確信し、畏敬崇拝する心情と行為」というように、広く解すべきである。
　本論題におけるＥはイスラーム教徒である。そして、Ｅが授業中のスカーフ着用を認めるよう求めたのは、アル・クルアーンの記述に拠る。つまり、Ｅがスカーフ着用を欲する理由は、教義を実践せんがためである。イスラームは基本的に生活そのものを規律する宗教であり、外形の宗教的行為は内面の信仰と深い関わりがある。その限りにおいて、少なくともＥの主観においてはスカーフの着用は宗教的行為である。また、我が国においては女性が公共空間でスカーフによって髪を覆い隠すことが一般的であるとは言えず、しかも敬虔なイスラーム教徒がスカーフを着用することは広く知られるところであるから、客観的にもＥのスカーフは宗教的行為の外観を呈する。
なお、教諭Ｅがスカーフを着用することの宗教性の程度は、宗教に対して「感受性の強い個人」によって判断されるべきである。このように考えるならば、イスラームの教義に忠実に従う教諭Ｅのスカーフ着用は、相当に強い宗教性を有すると言うべきである。スカーフを着用しないイスラム教徒もいるのにあえて着用するというのは、イスラム共同体への帰属を明確に周囲に意識させる点で宗教的に甚だしいことは明白である。
１で述べたように、公務員はその権利・自由を制約される。教諭であっても個人として宗教的行為の自由の保障を受けるという原則はあるものの、公務員たる教諭の重要性・公共性・（特殊性）及び役割を考えれば、合理的にして必要最小限度の規制が加えられることは憲法上容認されていると言わなければならない。
　従って、我々は厳しい審査基準の１つとされるＬＲＡの基準による審査を行うべきことを主張する。なお、本問の職務命令も当然違憲審査の対象となる。
本論題における市教育委員会のスカーフ拒否の目的は、公教育の宗教的中立性の維持と生徒とその親の信教の自由を教諭による侵害から保護することである。公教育の宗教的中立性は、憲法上の政教分離原則、及び教育基本法上の宗教教育についての原則から明らかである。生徒及び生徒の親の信教の自由が厚く保護されなければならないことは、これまで述べてきた信教の自由の重要性に鑑みれば自明である。しかも、先ほど述べたように教諭Ｅのスカーフ着用は相当に強い宗教性を有すると言うべきであるから、その保護の要請は一層強くなると解される。その上、我が国の教育システムにおいては生徒による教諭の選択権が認められておらず、生徒には教諭が授業中に行う宗教的行為の回避可能性がない。これらを総合して考察するに、市教育委員会のスカーフ拒否の目的は十分に重要な利益と言わなければならない。
　
上記目的のために市教育委員会が用いた規制手段は、授業中の教諭のスカーフ着用の拒否である。市教育委員会は単に授業中におけるスカーフの着用を拒否したのみであり、教諭の私生活においてまでこれを認めなかったわけではない。また、教諭の信教の自由は公職から離れれば貫徹されるが、生徒及び生徒の信教の自由は教諭の宗教的行為を制約しない限り貫徹されない。
以上から、市教育委員会による規制手段は過度に広汎とは言えず、しかも当該規制手段をとる実質的利益が認められる。また、立法の意図する利益が他の選び得る手段によって達成できるとは言えない。よって市教育委員会の用いた規制手段は、必要最小限のものである。
　すなわち、市教育委員会のスカーフ着用拒否の職務命令は、教師の信教の自由との関係において合憲である。
3.
政教分離
　市教育委員会がＥのスカーフ着用を認め、Ｅが授業中にスカーフを着用することは、政教分離原則に反し違憲である。
　日本国憲法は厳格分離型の政教分離を採用している。
　政教分離の目的は、国家の宗教的中立性を確保し、個人の信教の自由を保障することである。加えて、政教分離は制度的保障であると解するべきである。ただし、政教分離と狭義の信仰の自由とは広く信教の自由を構成する両側面として統一的に、しかも分離は自由を保障し自由は分離を要請するという密接不可分の関係にあると解されなくてはならない。
憲法の定める政教分離で問題になっているのは、憲法20条3項における国が宗教教育その他の「宗教的活動」を行うことの禁止、である。なお、本条文の「宗教的活動」とは、宗教との関わり合いを持つ全ての行為を指すのではなく、その行為の目的が宗教的意義を持ち、その効果が宗教を助長または抑圧する行為という意味である。
　政教分離原則の違憲審査基準は、目的効果基準を用いるべきである。その際、「目的」「効果」「過度の関わり合い」の３つを判断することにより厳格に基準を運用しなければならない。もちろん、３つのうち１つでもクリアできなければ違憲である。
　Ｅが授業中にスカーフを着用することの目的はイスラームの教義を遵守することであり、宗教的意義が認められる。我が国においては女性が学校等の公共空間においてスカーフで肌を隠す行為が一般的であるとは言えない。この場合、侵害されているのは生徒及び生徒の親の信教の自由である。
　また、市教育委員会の認容によって教諭Ｅが授業中にスカーフを着用することは、その効果が宗教に対する援助、助長、促進、又は圧迫をするような行為である。なぜなら、国と宗教との間に重大な象徴的結合をもたらし、少なくとも感受性の強い個人の目には、教師の属する宗派を国（あるいは地方自治体）の権力が支持しているように映る危険性があるからである。目的効果基準の効果は危険がおこる可能性によって判断されるべきであり、高校生が一般に判断能力を持っていると解されても、全員が確実にイスラームの影響を受けないという証明が為されない限り、客観的には効果を否定できないと解すべきである。
　加えて、市教育委員会の認容によって教諭Ｅが授業中にスカーフを着用することは、「過度のかかわり合い」をもたらす。なぜなら、宗教的活動または教育に援助がなされないことを確認するためには、教育委員会は教師に対して常時監視に近い監視体制を構築せねばならず、しかも生徒や生徒の親に理解を求める努力を常に行わなければならないが、これは困難を極めるからである。ここでは教育委員会の抱く危惧と負担は相当に大きなものとなる。以上により、スカーフの認容は過度のかかわり合いをもたらすと言うべきである。
　よって３点全てにおいて問題があり、市教育委員会がＥのスカーフ着用を認め、Ｅが授業中にスカーフを着用することは、政教分離原則に反し違憲である。
4.
総括
　以上により、我々は市教育委員会のスカーフ拒否が教諭Ｅの信教の自由を制限するものの合憲であり、逆にスカーフを認容すれば教諭Ｅのスカーフ着用が政教分離原則違反となり違憲となることを立証した。
　教育委員会及び職務上の上司の広汎な裁量に服する教諭Ｅは、忠実に職務命令に従う義務を負う。従って、本論題における市教育委員会の拒否は妥当である。
